
―　　―3

〔研究報告〕
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　第 １ 　民事信託の実務上の課題
　委託者の家族や親族を受託者とする民事信託は，2017年頃から利用が
増加しており，高齢者が将来判断能力を喪失した場合に備えて信託を利
用する自益型の福祉型信託が多い。実務上，委託者兼受益者である高齢
者の子どもが受託者となり，信託の組成を主導的に進め，信託終了時の
残余財産の帰属者も受託者になっていることが多い。
　民事信託の受託者は，信託の引受けを業としない一般の者であるから，
信託銀行等とは異なり，兼営法や信託業法等の業規制の適用がない。ま
た，信託法上は，受益者や委託者が受託者を監督することが予定されて
いるが，民事信託では受益者及び委託者は通常高齢のため，受託者に対
する適切な監督は必ずしも期待できない。このため，受託者に対する監
督の強化が課題となっており，従前よりこの課題の解決に向けた議論が
なされている。
　加えて，民事信託では委託者兼当初受益者の死亡を信託終了事由又は
当初受益権の消滅事由と定めているものが多いという特徴がある。民事
信託が普及し始めて一定期間経過した現在，委託者兼受益者の死亡によ

　　　１．　本件信託 2 の事案概要
　　　２．　当初受益者の相続人は受託者に対し責任追及を行うことができること
　　　　⑴　受益者が死亡しても監督権能は残るとの考え方
　　　　⑵　受益者が死亡すれば監督権能も消滅するとの考え方
　第 ４ 　訴訟提起時の請求原因
　第 ５ 　信託法以外の法律に基づく請求
　　　　⑴　長女Ｃの長男Ｂに対する不当利得返還請求権又は不法行為に基づ

く損害賠償請求権が成立すること
　　　　⑵　その他の請求
　第 ６ 　実務において発生した事案の紹介
　第 ７ 　信託設定時における工夫
　第 ８ 　任意後見又は法定後見と民事信託との併用
　第 ９ 　おわりに
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って，信託終了となった又は受益者が変更となった民事信託が増加して
いる。委託者兼受益者の生存中における受託者に対する監督が十分でな
かったことにより，委託者兼受益者の死後になって受託者の任務懈怠等
が発覚する事例が生じるおそれがある。しかしながら，このような場合
において受託者に対しどのような責任追及が可能であるかが明らかでな
く，この点も民事信託がさらに普及していく上での課題となっている。
また，受託者に対する監督については，信託法上，信託監督人や受益者
代理人が行うことも予定されている。もっとも，これらに就任すべき適
切な委託者の親族がいないことや，委託者の親族でない士業等が就任す
る場合には通常一定の報酬が発生すること等の事情から，実務上は，信
託監督人や受益者代理人が就任している信託は少ないのが現状である。
　また，民事信託では，受託者の利益のために信託が利用され，委託者
兼受益者の意思が適切に反映されているか疑わしいケースも少なくな
い。実務上典型的なケースは，委託者兼受益者の子どもといった法定相
続人が受託者となっており，かつ，受託者の権限が強い信託契約となっ
ている場合，すなわち，受託者にとって信託契約が都合の良い内容にな
っているような場合である。例えば，受託者が帰属権利者になっている
のみならず，受託者が受益者を指定・変更できる権利を持っていたり，
受託者の単独の判断で無条件に信託を変更・終了させることができる権
利を持っている場合である。また，委託者の子どもの間で両親の財産承
継について争いが生じており，自分が受託者になれば好きに財産を処分
できると考え，委託者兼受益者のためではなく受託者の財産処分権を得
る目的で，受託者主導で信託を設定しようとするケースも見受けられる。
さらに，信託監督人や受益者代理人について，受託者が必要と判断した
時に受託者が任意に選んだ者を就任させることができるとの信託契約の
定めがあるケースも多い。このようなケースでは，信託において監督機
関が設定されるといっても，結局は受託者の都合の良い者が選任される
可能性があり，受託者に対する監督が形骸化するおそれがある。
　本報告では，委託者兼受益者が死亡した後，信託期間中に受託者が任
務懈怠を行っていたことが発覚した場合，受託者以外の委託者兼受益者
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の法定相続人は，受託者に対して責任追及を行うことができるかについ
て検討する。以下のとおり，具体的事案の下で，当該法定相続人は，相
続により取得した受益権に基づき，受託者に対し一定の請求を行うこと
ができると考える。
　なお，本報告では，信託法に基づく責任追及の可否について中心に論
じるが，併せて，信託法以外の法律に基づく請求追及の可否についても
検討する。

　第 ２ 　委託者兼受益者死亡により信託が終了する場合
　１．　本件信託 1 の事案概要
　高齢の委託者Ａは，将来判断能力を喪失した場合に備えて，別居して
いるが財産管理の得意な長男Ｂに財産管理を任せるため，自分が所有す
る不動産（自宅と収益不動産）及び500万円の金銭のうち，収益不動産
を長男Ｂに信託する信託契約を締結した（以下，この信託契約に基づく
信託を「本件信託 1 」という）。受益者はＡ自身である。信託目的は，
Ａの財産管理の負担を軽減し，安全かつ安定した生活を送れるようにす
ることであり，受益権の内容として，受益者は，信託財産である収益不
動産の賃料収入から公租公課，保険料，修繕費その他の必要経費を受託
者が支払い又は控除した後の金銭から，生活費，治療費，介護費等必要
な金銭の給付を受けることができる旨が定められている。Ａが死亡する
と本件信託は終了し，残余財産の帰属権利者は長男Ｂである。

信託

委託者兼受益者 A 受託者 B （長男）

長女 C
責任追及
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　なお，Ａの妻は既に死亡し，Ａの法定相続人は長男Ｂと長女Ｃのみで
ある。Ａは長女Ｃと同居しており，Ａの身のまわりの世話は長女Ｃが行
っている。Ａは，全財産を長女Ｃに相続させるとの遺言を作成した（長
女Ｃによる単独相続

（ 1 ）

）。委託者Ａとしては，この遺言によって同居して
いる長女Ｃには自分の死後も引き続き自宅に住んでもらい，一方で，本
件信託 1 の帰属権利者を長男Ｂとすることで，信託財産となった収益不
動産は長男に引き継がせることにしたいとの意思を持っている。
　信託期間中，Ａの体調が悪化し，治療費や介護費等が必要になったも
のの，受託者Ｂは，自分が帰属権利者であることから少しでも残余財産
を多く残すことを企図し，受益者Ａに必要な金銭の給付を行わなかった。
そこで，治療費等は，信託財産以外のＡの財産から支払われた。その後，
Ａが死亡し，本件信託 1 が終了した。本件信託 1 設定時にあった，信託
財産以外の金銭500万円は，信託終了時点において，100万円しか残って
いなかった。
　長女Ｃは，受託者Ｂが受益者Ａに対して給付すべきであった金銭につ
いて，Ａの未払の受益債権（以下，「本件未払受益債権」という。）を相
続したことを理由に，清算受託者Ｂに対して受益債権に基づく履行請求
を行い，また，その前提として，本件未払受益債権の金額を確定するた

【本件信託 1の内容】

委託者 Ａ
受託者 Ｂ（Ａの長男）
受益者 Ａ
信託の目的 Ａの財産管理の負担を軽減し、安全かつ安定した生活を送れる

ようにすること
受益権の内容 受益者は、信託財産である収益不動産の賃料収入から公租公課、

保険料、修繕費その他の必要経費を受託者が支払い又は控除し
た後の金銭から、生活費、治療費、介護費等必要な金銭の給付
を受けることができる

信託終了事由 Ａの死亡
残余財産の帰属権利者 Ｂ
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めに帳簿の閲覧謄写請求（信託法38条 1 項）及び信託事務処理状況の報
告請求（同法36条）を行いたいと考えているが，当該請求は可能かを以
下，検討する。

　２．　受益者の相続人による受益債権に基づく履行請求が可能であるこ
と

　信託期間中，受託者Ｂが受益者Ａに対して必要な金銭の給付を行わな
かったことにより，受益者Ａには本件未払受益債権が発生している。受
益者Ａが死亡し信託が終了した後，Ａの遺言により，受益者Ａの相続人
である長女Ｃが受益者Ａの既発生の本件未払受益債権（具体的な金額は
不明の金銭債権）を相続する。よって，長女Ｃが受益債権に基づく履行
請求を行うことは可能である。
　しかし，本件信託 1 には受益債権について具体的な給付時期・金額が
定められていないが，それでも履行請求できるか。

　３．　受益者への給付について受託者が裁量権を有する信託において受
益債権の履行請求が認められた事例（さいたま地裁越谷支部令和 4
年 3 月23日判決）

　さいたま地裁越谷支部令和 4 年 3 月23日判決2022WLJPCA03236011
（以下，「令和 4 年 3 月23日判決」という。）では，信託期間中の事案だが，
受益者の受託者に対する金額不確定の受益債権について履行請求及び帳
簿謄写請求がなされ，信託目的や信託事務の内容，信託不動産の賃料の
収支等を考慮し，一定金額の履行請求と共に，帳簿謄写請求が認められ
た。令和 4 年 3 月23日判決は，信託契約に受益債権について具体的な給
付時期・金額が定められていなくても一定金額の履行請求及び帳簿謄写
請求が認められたという点において，本件信託1における長女Ｃの請求
の可否を検討する上で参考になり得る。そのため，令和 4 年 3 月23日判
決の概要を俯瞰する。
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　（ １ ）　事案の概要
　事案の概要は，次のとおりである（なお，実際には複数の請求がなさ
れているが，ここでは本件に関係する請求に限定して記載する）。
　Ｘ及びＹの母であるＺは，Ｚが所有する賃貸不動産及び金融資産250
万円を信託財産とし，Ｚを委託者，Ｙを受託者，Ｚ及びＸを共同受益者（第
一次受益者）とする信託契約を締結した。その約 ４ か月後にＺが死亡し
てＺの委託者及び共同受益者の地位がＹの子であるＷに変更された。
　Ｘは，信託契約における受益権の内容は，信託不動産の賃料収入の支
払いを受けることであるが，Ｙが賃料を収受しながらＸに渡さない旨を
主張して，Ｙに対し，賃料の ２ 分の １ 相当額の支払いを求め，また，信
託不動産について作成された財産目録，貸借対照表，損益計算書，預金
通帳等の謄写請求を行った。
　なお，信託契約においては，受益者（Ｚ及びＸ）に対し財産の給付を
行い，受益者の幸福な生活と福祉を確保すること及び委託者（Ｚ）及び
委託者の祖先の祭祀を信託目的とする旨，受託者は賃料収入（を含む信
託金融資産）から公租公課，保険料，修繕費その他の必要経費を支払い
又は控除した上，受託者が相当と認める額の生活費等を受益者に交付し，
受益者の施設利用費，病気療養費等を銀行振り込み等の方法で支払う旨，
並びにＸに対する扶養の範囲で受益権を与える旨の規定がある。

【家族関係図】
亡父 母 Z

姉 X 妹 Y 夫

子 W
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　（ ２ ）　令和 4 年 3 月23日判決の争点 
　本件では，ＸはＹに対し，信託不動産の賃料収入から経費を除いた利
益の ２ 分の１相当額の支払請求権を有するか否かという点が主に争われ
た。
　まず，Ｘは，受益者であるＺ及びＸの幸福な生活と福祉を確保すると
の信託目的並びに障害者であり，要扶養者であるＸの将来の生活を案じ
るＺの心情に鑑みても，受託者がＸに対してすべき給付は，Ｘの生活と
療養を支えるに足るべきものであり，その給付額は，信託不動産の賃料
収入の ２ 分の１を下回るような裁量権をＹに与えたものではない，信託
契約のＸに対する扶養の範囲で受益権を与えるとの文言は，信託公正証
書を作成した公証人が，信託契約によってＸに贈与税が課されることの
ないよう配慮してＸの利益のために加えられたものであり，Ｘに対する
給付額を減少させることが企図されたものではない，と主張した。
　それに対し，Ｙは，受益者への給付の内容は受託者の広範な裁量に委
ねられている，Ｘが居所，生活状態等を明らかにせずＸの生活費を算出
することができないから，ＹがＸに生活費を交付しないことには合理的
な理由がある，信託契約上ＺのＸに対する扶養の範囲でＸは受益権を与
えられているが，Ｚの地位を承継したＷはＸに対して扶養義務を負わな
いから，ＹはＸに対して受益債権に係る債務を負わない，と主張した。

　（ ３ ）　裁判所の判断 
　Ｘの受益債権の内容について，裁判所は，信託契約の信託目的や受益

【信託契約】

委託者兼当初共同受益者 Z（→W※） 受託者 Y

共同受益者 X

※Z の死亡により Z の地位が W に変更

受益権

信託
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者への給付の規定を踏まえると，Ｘに対する給付は，受託者に裁量が認
められることを前提としつつも，Ｘの日々の生活を支えるに足りるもの
でなければならないことから，定期的に行うことが想定されているとし
た。そして，給付時期については，裁判所は，賃料は月極めで支払われ
るが，空室等や将来に備えて資金を蓄えておく必要もあることに鑑みる
と，毎月のように給付を行うことは困難である一方，一年分の確定申告
が終了した後は申告に係る年の収支が明らかになり給付可能な金額が明
らかになるとともに翌年の収支見込みもある程度立てることが可能にな
ると推認されるから，確定申告後しばらくの期間が経過した後は，Ｙは
Ｘに対して賃料収入のうちから所定の額を給付すべき義務を負う，とし
た。
　そして，給付の内容は，賃料収入から経費及び受託者の報酬を控除し，
また，受益者のために支払われた医療費等も経費に準じて控除した上で，
その残額が共同受益者の支払請求権の額（ＸとＷで各 ２ 分の１）になる
とした。医療費等を経費に準じて優先して支払うべきとする理由は，医
療費等は受益者の生命・身体及び健康を確保するためのものであって優
先して支払われるべきものと解されるから，としている。
　「扶養の範囲で」Ｘに受益権を与えるとの信託契約の定めは，Ｘに対
する給付について贈与税が課されることのないよう配慮して加えられた
蓋然性があること，Ｚは，信託契約締結当時８４歳であってＸより先に死
期を迎えることはほぼ明らかであったものであり，そうでありながら，
精神疾患を抱え，生活力も十分でないと認められるＸの受益権がＺの死
亡によって消滅することとする趣旨で文言を挿入したとは認められない
こと，信託契約は，委託者であるＺが死亡したのみでは終了せず，受益
者であるＺ及びＸ両名が死亡したときに終了するとされていることも併
せ考慮すれば，信託契約は，Ｘの日常生活及び療養生活が成り立つよう
にするため，Ｘに対し，ＺがＸに対して負う生活保持義務の履行という
に足りる給付等をすべきこと，すなわち，Ｘに対する給付等の水準を定
めたものと解するのが相当である，とした。
　Ｚの地位を引き継いだＷはＸに対して扶養義務を負わないからＹは受



―　　―12

信託法研究　第 47 号（2023）

益債権に係る債務を履行する責任を負わない旨のＹの主張については，
Ｙは，信託契約に基づいてＸに対する給付義務を負うのであって親族間
の扶養義務は問題とならない，とした。
　なお，ＸのＹに対する信託帳簿等の謄写請求も認められた。
　以上のとおり，令和 4 年 3 月23日判決では，受益債権の給付について
受託者に裁量が認められ，信託契約に具体的な金額が定められていない
場合であっても当該債権の履行請求が認められている。
　本件信託 1 でも，受益者が安全かつ安定した生活を送れるようにする
という信託目的や，生活費，治療費等必要な金銭の給付を受けることが
できるという受益権の内容を踏まえると，受託者Ｂは受益者Ａの日常生
活及び療養生活が成り立つだけの給付はすべきであったのであり，令和
4 年 3 月23日判決と同様，信託契約に受益債権について具体的な給付時
期・金額が定められていなくても長女Ｃによる一定金額の履行請求は可
能と思料する。

　４．　受益者の相続人による帳簿等閲覧謄写請求等が可能であること
　（ １ ）　長女Ｃによる帳簿等閲覧謄写請求等の必要性
　長女Ｃが受託者Ｂに実際に受益債権の履行を請求する場合，受益者Ａ
の受益債権の給付は，信託財産である収益不動産の賃料収入から必要経
費を除いた金額から行われるため，当時の賃料収入や必要経費の金額を
知る必要がある。賃料収入や必要経費の具体的金額を確認するためには，
長女Ｃの帳簿の閲覧謄写や清算受託者Ｂによる信託事務処理状況の報告
が必要である。

　（ ２ ）　本件信託 1 の終了後に受益権が存続すること
　長女Ｃが帳簿を閲覧する手段としては，信託法38条 1 項（帳簿閲覧請
求権）又は同法184条 1 項（清算受託者による最終計算の承認の求め）
が考えられる。また，長女Ｃは，受託者Ｂに対して，同法36条により，
信託事務処理や信託財産の状況について報告を求めることも考えられ
る。受益債権を相続した長女Ｃは，信託法38条 1 項若しくは同法184条
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1 項，又は同法36条の「受益者」に該当するのか。
　受益権は，受益債権及びこれを確保するために受託者等に対し一定の
行為を求めることができる権利（以下，「監督権能」という。）によって
構成される（信託法 2 条 7 項）が，帳簿等閲覧謄写請求権や信託事務処
理状況の報告請求権，最終計算の承認のための報告を求める権利（以下，

「帳簿等閲覧謄写請求権等」という。）は，受益者が有する受益債権を確
保するための監督権能の一つである。
　ここで，受益者Ａの受益権は信託終了事由の一つである受益者Ａの死
亡時（本件信託 1 の終了時）に消滅するのか否かが信託法上直ちに明ら
かでない。本件信託 １ の終了によって受益権は消滅したとすると，長女
Ｃは信託期間中に既に発生している金銭債権としての本件未払受益債権
は相続することができるが，監督権能を含む受益権自体を相続すること
はできない。そして，監督権能は前述のとおり受益権を構成する権利で
あり，当該監督権能の一つである帳簿等閲覧謄写請求権等は受益者が行
使できる権利であることを踏まえると，受益権を相続していない長女Ｃ
の帳簿等閲覧謄写請求権等は認められないことになりそうである。この
場合，長女Ｃは，帳簿の閲覧などができないため，本件未払受益債権の
具体的金額を確定することができず，受益債権の履行の確保に支障を来
すおそれがある。このような事態は，信託終了後に発覚した信託期間中
の受託者Ｂの不正行為を結果的に許容することにも繋がりかねず，受益
者Ａの受益権は本件信託 １ の終了時に消滅するという見解は妥当ではな
い。
　信託法上，信託が終了しても，清算が結了するまではなお信託は存続
するものとみなされるが（信託法176条），これは，信託の終了事由が生
じたときでも，委託者，受託者及び受益者の権利義務等に関する信託行
為の定めは，当該信託の終了事由が生じる前と基本的に同様の効果を有
することとするのが適当であると考えられ，終了事由の発生前と同一の
信託が延長して存続することになると位置付けることとしたものとされ
ている

（ 2 ）

。また，信託法184条 1 項では，清算受託者が職務を終了したと
きは，遅滞なく信託事務に関する最終計算を行い，信託が終了した時に
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おける受益者や帰属権利者に承認を求めなければならない旨規定してい
る。この趣旨は，清算受託者の清算事務処理について検証を行う機会を
確保し，その事務処理の適正な遂行を確保するものであり

（ 3 ）

，「信託が終
了した時における受益者」には，清算において弁済を受け受益債権が消
滅している受益者も含まれるとされている

（ 4 ）

。当該規定は，信託終了後に
受益者が受託者に対して一定の監督権能を行使することができることを
示すものであり，信託終了後も清算が結了するまでは受益権が存続する
ことが前提となっているように考えられる。また，信託法には，信託が
終了することによって受益権が消滅するとの規定は見当たらない。した
がって，受益債権及びそれを確保するために必要な監督権能から構成さ
れる受益権は本件信託 1 の終了後も存続すると考えられる。

　（ ３ ）　受益者の相続人は帳簿等閲覧謄写請求権等が含まれた受益権を
相続すること

　受益権も財産権であるから，受益者が死亡した場合には，相続が生じ
るのが原則である

（ 5 ）

。ただし，それが一身専属的なものであるときは相続
されない（民法896条ただし書き）。帳簿等閲覧謄写請求権等を含む監督
権能は，受益債権という金銭債権の履行確保に必要なものであり，信託
行為の趣旨などから特定の受益者にのみ権利行使させることを意図した
と認められる例外的な場合を除いて，受益者Ａに一身専属的な権利とは
いえず，相続が認められる。
　未払の受益債権を確保するために行使する帳簿等閲覧謄写請求権等
は，本件信託 1 において受益者Ａにのみ権利行使させることを意図した
と認められる事情は見当たらず，その他の一身専属的ではない監督権能
と共に，帳簿等閲覧謄写請求権等は，相続の対象となる。つまり，長女
Ｃは，本件未払受益債権及び帳簿等閲覧謄写請求権等を含む当該受益債
権を確保するために必要な監督権能から構成される受益権を相続する。
　もっとも，ここでの「受益権」は，信託終了前の受益権と全く同じ内
容の権利ではなく，例えば，受益者が医療費や生活費等として使用する
ために金銭の給付を受ける請求権を新たに発生させる基本権としての受
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益債権は含まれないと考えられる。長女Ｃが相続する「受益権」という
のは，受益者Ａが給付を受けるべきであった既発生の支分権としての受
益債権と，それを確保するために必要な限度での監督権能を指すのであ
り，いわば長女Ｃは内容が減縮した受益権を相続すると考えられる。

　（ ４ ）　受益者の相続人は本件信託1の終了後に帳簿等閲覧謄写請求等
を行うことができること

　長女Ｃが受益権を相続するとしても，そもそも，帳簿等閲覧謄写請求
権及び信託事務処理状況報告請求権の行使は本件信託 1 の終了後も認め
られるか。
　受託者は，原則として作成時から10年間の帳簿保存義務があり（信託
法37条 4 項本文），信託終了後でも帳簿等閲覧謄写請求権が行使される
ことが信託法上も予定されているといえ，受益債権の承継者から閲覧請
求を認めても受託者にとって酷ではない。また，帳簿等閲覧謄写請求権
は受益者が有する受託者に対する監督権能を実効的なものとするために
必要とされる不可欠の権利であるが，受託者に対する監督は信託の終了
のみをもって不要となるわけではない。前述のとおり，信託法184条 1
項では，清算受託者が信託事務に関する最終計算について，信託が終了
した時における受益者に承認を求める義務が規定されているが，受益者
は，最終計算の承認を求められた結果，受託者に不正の行為がないかを
調査し，不正行為があればそれを是正できるのでなければ監督権能とし
て不十分であるから，帳簿等閲覧謄写請求権は，信託が終了したからと
いって直ちに消滅すると考えるべきではない

（ 6 ）

。
　また，信託事務処理状況報告請求権は委任の事務処理状況報告請求権
の規定（民法645条）に準じて定められたもの

（ 7 ）

であるところ，民法の当
該報告請求権に係る義務は委任終了時に消滅しないことを踏まえると，
受託者の信託事務処理状況について報告する義務も信託が終了したから
といって直ちに消滅すると考えるべきではない。
　よって，長女Ｃは，信託終了後も帳簿等閲覧謄写請求権及び信託事務
処理状況報告請求権の行使が可能である。
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　（ ５ ）　小　　括
　以上から，受益者の相続人である長女Ｃは，信託法38条 1 項若しくは
同法184条 1 項又は同法36条の「受益者」に該当し，帳簿を閲覧した上
で請求すべき受益債権を確定させ，当該受益債権の履行を受託者に求め
ることができる。

　５．　共同相続人の一人による帳簿等閲覧謄写請求等も可能であること
（共同相続人がいる場合）

　上記事例においては，Ａは全財産を長女Ｃに相続させるとの遺言を作
成していたが，仮にこのような遺言がなかった場合には，長女Ｃが相続
できる受益債権は法定相続分に応じた ２ 分の１のみである（長男Ｂが共
同相続人となる）。この場合，長女Ｃは単独で帳簿等閲覧謄写請求権等
を行使できるか。
　最判平成21年 1 月22日金融法務事情1864号27頁では，預金者の共同相
続人は，預金債権の取得とは別に，金融機関に対する委任事務処理状況
報告請求権（民法645条，656条）を有する預金契約上の地位を準共有し，
共同相続人の一人は，他の共同相続人全員の同意がなくても，保存行為
として当該報告請求権を単独で行使することができるとした（同法264
条，252条 5 項）。信託の事務処理状況の報告請求権（信託法36条）は，
上記のとおり，委任の事務処理状況報告請求権に準じるものであるから，
受益権を準共有している受益者の共同相続人もこれと同様，保存行為と
して信託事務処理状況の報告請求権を単独で行使することができると考
えられる。また，帳簿等閲覧謄写請求権も受託者に対する監督権能であ
る点は変わりなく，同様に単独での権利行使が可能と考える。
　したがって，上記遺言がない場合でも，長女Ｃは受益者Ａの死亡によ
り監督権能を含む受益権を共同相続人Ｂと準共有し，保存行為として単
独で帳簿等閲覧謄写請求権等を行使できると考える。

　６．　受益債権に基づく監督権能の行使の可能性
　以上，長女Ｃが「受益権」を相続することを前提に帳簿等閲覧謄写請
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求権等を行使できる旨を述べてきたが，受益権の譲渡とは別に，受益債
権のみを譲渡することは，原則として可能であるとされる

（ 8 ）

。本件のよう
に受益権が承継される場合と受益債権のみが承継される場合の監督権能
の行使について検討する。
　前述のとおり，受益権の譲渡とは別に受益債権を譲渡することも原則
可能であるが，受益債権は受益権の中核をなす権利であり，監督権能は
それを確保するための手段という関係にある。受益債権の存しない受益
権が存在し得ない以上，受益債権の全部を譲渡することはできないとさ
れる

（ 9 ）

。また，受益権の受益債権部分と監督権能部分を実質的に切り離し
て別人に帰属させると，信託の利益を享受する者が受託者を監督する権
能を有していないという事態が生じることから，受益債権と監督権能を
分割して譲渡することは信託法上予定するところではないことが原則

（10）

と
されている。なお，受益債権を譲り受けた者は，受益者になるわけでは
なく，受益者の地位をも譲り受けるためには受益権の譲渡を受けること
が必要となる

（11）

。
　これらを踏まえると，受益債権を有する者が自分の利益を確保するた
めに受託者を監督することが原則ではあるが，一部の受益債権のみを切
り離して譲渡することも可能であり，その場合，受益権自体を譲り受け
ていない限りは，受益債権のみを譲り受けた者は受託者に対する監督権
能を行使できない。その場合は，譲渡された一部の受益債権を除いた残
りの受益債権を有する者が受託者に対する監督を行うことになる。
　これに対し，本件では，長女Ｃが受益債権のみを相続し，受益権は相
続しないと考えると，信託終了後は受託者を適切に監督する者がいない
ことになる。もちろん，本件で信託終了後に受託者を監督し，責任追及
する者としては帰属権利者が存在する。しかし，帰属権利者は残余財産
の帰属者であり，信託期間中の受益者への給付が少なければ残余財産が
増えるという，信託期間中の受益者と帰属権利者は一種の利益相反関係
にあるため，帰属権利者が信託期間中における受託者の受益者に対する
給付について適切に監督することはできず，また，特に本件では帰属権
利者は受託者自身のため，帰属権利者がいることをもって直ちに受託者
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に対する監督が十分であるということはできない。前述の受益権とは別
に受益債権のみを譲り受ける場合というのは，監督権能から切り離され
た金銭債権のみをことさら譲渡するという合意に基づいて譲渡が行われ
る場合であり，本件のように相続が発生する場合とは異なる。受益債権
を有する者が監督権能を行使するという原則から考えれば，長女Ｃは受
益債権及びそれを確保するための監督権能，つまり受益権を相続したと
考え，帳簿等閲覧謄写請求権等を行使できると考えるべきと思われる。
　以上の考え方は，帳簿等閲覧謄写請求権等の監督権能は受益者しか行
使できないということを前提にしている。もっとも，受益者でなくても，
受益債権を有する者は当該受益債権を確保するために必要な限度で帳簿
等閲覧謄写請求権等を行使することができるのであれば，わざわざ受益
権の相続を問題にする必要はない。当該受益債権の金額は帳簿等を確認
しなければ金額を確定することができないことを踏まえると，当該受益
債権の実効的な行使を可能ならしめるためにはその前提として帳簿等閲
覧謄写請求権等の行使が必要といえる。帳簿等閲覧謄写請求権等は受益
債権の履行の確保のためにあることを勘案すると，当該受益債権の履行
を確保するのに必要な限度で帳簿等閲覧謄写請求権等も当該受益債権に
不可分一体なものとして当該受益債権と共に移転すると考えるべきであ
る。ただ，その明確な根拠は必ずしも明らかでなく，今後の検討が必要
と思料する。

　第 ３ 　受益者連続型信託の場合
　１．　本件信託 2 の事案概要
　次に，委託者兼受益者死亡により信託が終了する一代限りの信託では
なく，受益者連続型信託（信託法91条）の場合を検討する。上記第 ２ の１．
の場合について，Ａの法定相続人には長男Ｂ及び長女Ｃのほかに次男 D
もいるとする。委託者兼当初受益者Ａの死亡によりＡの受益権は消滅し，
委託者の次男 D が新たに第二受益権を取得し，Ａ及び D が死亡すると
信託が終了する。信託目的は，受益者が安全かつ安定した生活を送れる
ようにすることである。帰属権利者は長男Ｂであり，信託終了時におい
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てＢが既に死亡している場合は，Ｂの子どもが帰属権利者として指定さ
れている。これら以外については，上記第 ２ の１． の事実関係と同様で
ある（以下，このケースの信託を「本件信託 2 」という）。

長女 C

責任追及

第二受益者 D（次男）

信託

委託者兼当初受益者 A 受託者 B （長男）

【本件信託 ２の内容】

委託者 Ａ
受託者 Ｂ（Ａの長男）
当初受益者 Ａ
第二受益者 当初受益者Ａの死亡によりＡの受益権は消滅し、委託者の次男

Ｄが新たに第二受益権を取得する
信託の目的 受益者が安全かつ安定した生活を送れるようにすること
受益権の内容 受益者は、信託財産である収益不動産の賃料収入から公租公課、

保険料、修繕費その他の必要経費を受託者が支払い又は控除し
た後の金銭から、生活費、治療費、介護費等必要な金銭の給付
を受けることができる

信託終了事由 Ａ及びＤの死亡
残余財産の帰属権利者 Ｂ、ただし信託終了時においてＢが既に死亡している場合はＢ

の子ども
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　この場合，長女Ｃは，上記第 ２ と同様，受託者Ｂに対して，本件未払
受益債権の履行請求や帳簿の閲覧謄写請求，信託事務処理状況の報告請
求を行うことができるか。

　２．　当初受益者の相続人は受託者に対し責任追及を行うことができる
こと

　いわゆる後継ぎ遺贈型受益者連続信託を定める信託法91条は，「受益
者の死亡により，当該受益者の有する受益権が消滅し，他の者が新たな
受益権を取得する旨の定め（…）のある信託」と規定されている。この
規定からすると，本件信託 2 では，信託法91条により，当初受益者Ａが
死亡すれば，受益者としての地位に基づく権利である帳簿等閲覧謄写請
求権や信託事務処理状況の報告請求権は消滅し，長女Ｃが相続すること
もできないようにも思える。また，信託法91条の信託では，当初受益者
が死亡すれば，信託契約に定められた第二受益者は，当初受益者の受益
権を承継するのではなく，新たな受益権を原始的に取得するものと考え
られている。そうすると，当初受益者が死亡すれば，第二受益者 D が
新たに取得した第二受益権に基づいて受託者を監督することがもともと
予定されているのであって，当初受益者の相続人が相続した監督権能に
基づいて受託者を監督することは，信託法上想定されていないのではな
いかが問題となる。

　（ １ ）　受益者が死亡しても監督権能は残るとの考え方
　この点，第二受益者が新たに取得した第二受益権に基づいて受託者を
監督するとしても，それは自分の受益者としての利益を保護するために
受託者を監督するのであって，当初受益者の利益のために監督すること
を第二受益者に期待することはできない。本件信託 ２ では，当初受益者
Ａが長生きをして信託財産がＡの生活費や治療費等として使い果たされ
ると，追加信託されない限り，次男 D が第二受益権を取得する前に信
託が終了してしまう可能性もあり，次男 D は，信託財産ができる限り
Ａのために使われないことを希望する場合もあり得る。このように，当



―　　―21

民事信託における委託者兼受益者死亡後の受託者に対する責任追及

初受益者と第二受益者は利害が対立することもあり，そのような第二受
益者に，当初受益者の利益のために受託者を監督させることは困難であ
るから，当初受益者の相続人に，当初受益者の利益のために受託者を監
督させる必要性がある。
　また，帳簿等閲覧謄写請求権や信託事務処理状況報告請求権は，信託
契約の定めによっても制限することができない受益者の権利である（信
託法92条 7 号及び 8 号）。信託契約に「受益者が死亡すれば受益権は消
滅する」と規定しさえすれば受益者のすべての権利が消滅すると考える
と，強行規定として定められた信託法92条の受益者の各種の権利を信託
契約の定めにより消滅させることができることになり，これは信託法92
条の趣旨に反すると考えられる。
　さらに，上記のように，第二受益者は，第二受益権を当初受益者から
承継取得するのではなく，原始取得するのであるから，当初受益者と第
二受益者のそれぞれの受益権は別の権利であり，双方の権利が併存的に
存在すると考えることも可能である。
　そこで，信託法91条の「当該受益者の有する受益権が消滅し」という
のは，当初受益者の死亡後は，その者に対して新たに受益債権が発生し
ないことや，当初受益者が有していた一身専属的な権利（信託契約に受
益者としてあらかじめ具体的に定められている者に対してのみ認められ
ると解釈できる権利）は消滅する，ということを指しているのであって，
受託者を監督するための権利まですべて消滅することを指しているので
はないとの見解が考えられる。
　つまり，当初受益者Ａが死亡すれば，それ以後に受託者に生活費や治
療費等を新たに請求する受益債権や，信託の変更（信託法149条 1 項）等，
信託契約にあらかじめ受益者として定められた者にのみ権利行使させる
ことを意図したと認められる受益者の権利は第二受益者 D が取得する
のであり，Ａが有していたそれらの権利はＡの死亡によって消滅する。
しかし，Ａが生存中に既に発生していた本件未払受益債権を確保するた
めの監督権能である帳簿等閲覧謄写請求権や信託事務処理状況報告請求
権は，Ａの死亡によっても消滅せず，長女Ｃが承継することも可能と考
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える。
　以上から，当初受益者が死亡しても，当該受益者の受託者に対する監
督権能は残り，信託法91条の「受益権」とは，信託法 2 条 7 項に規定す
る「受益権」のうちの一部の権利のみを指すとの見解が考えられる。こ
の見解によれば，本件信託 ２ の場合でも，長女Ｃは，当初受益者Ａの受
託者に対する監督権能を相続し，本件信託 １ の場合と同様，長女Ｃは，
受託者Ｂに対し，本件未払受益債権の履行請求や帳簿等閲覧謄写請求，
信託事務処理状況の報告請求を行うことができる。
　なお，当初受益者Ａは「信託が終了した時における受益者」ではない
ため，Ａの相続人である長女Ｃは信託終了後に最終計算の承認のための
報告を求める（信託法184条 1 項）ことはできないと思われる。

　（ ２ ）　受益者が死亡すれば監督権能も消滅するとの考え方
　もっとも，上記の見解に対しては，同じ信託法という法律の中で，「受
益権」という言葉を 2 条 7 項で定義された内容と別異に解釈することは
できないとの批判も考えられる。また，そもそも，受益権に終期を定め
ることは可能であり，受益者の死亡という事象が生じるとそれまでの受
益者の受益権がすべて失われ，別の者に受益権が発生するという信託が
後継ぎ遺贈型受益者連続信託であるから，この信託では受益権の相続は
発生しないはずであり

（12）

，監督権能の相続が発生するとの考え方は信託法
と整合的でないともいえる。
　信託法91条の後継ぎ遺贈型受益者連続信託では，当初受益者が死亡す
れば，文字通り監督権能も含めたすべての受益者の権利が消滅すると考
えた場合，当初受益者の相続人は，支分権として既に発生した個々の受
益債権は相続できるものの，当初受益者の監督権能を相続した上で受益
者としての立場で帳簿等閲覧謄写請求権等を行使することはできないこ
とになる。
　しかし，受益者としては，受益債権の履行請求を行う際，本件のよう
に受益債権の給付が信託不動産の賃料収入から必要経費を除いた金額か
ら行われるような場合には，その前提として賃料収入や必要経費の金額
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を具体的に知る必要があり，帳簿等閲覧謄写請求権や信託事務処理状況
報告請求権はそれを満たす重要な権利であるから，当初受益者の相続人
にも当該権利の行使は認められるべきであり，受益者が死亡しても監督
権能は残るとの考え方の方が結論としては妥当である。
　また，上記第 ２ の６． で記載したとおり，「受益者でなくても，受益債
権を有する者は当該受益債権を確保するために必要な限度で帳簿等閲覧
謄写請求権等を行使することができる」との考え方が可能であるならば，
本件信託 ２ の受益者連続型信託においても，長女Ｃは相続した受益債権
に基づいて帳簿等閲覧謄写請求権や信託事務処理状況報告請求権を行使
することができる。

　第 ４ 　訴訟提起時の請求原因
　長女Ｃが長男Ｂに対し，実際に訴訟を提起することにした場合の請求
原因について検討する。
　長女Ｃは，委託者兼（当初）受益者であったＡから受益権を相続して
いるため，受益者として，受託者である長男Ｂに対し，本件未払受益債
権に係る債務の履行請求及び帳簿等閲覧謄写請求等を行うことになる。
そのため，委託者兼受益者Ａの死亡により信託が終了するケースの場合，
請求原因としては，
　①　Ａと長男Ｂとの間で信託契約を締結したこと
　②　Ａは全財産を長女Ｃに相続させるとの遺言を作成したこと
　③　委託者兼受益者であるＡの死亡により当該信託が終了したが，信

託期間中において受益債権の未払があったことが発覚したこと
　④　Ａの遺言により長女ＣがＡの受益権を相続したこと
　などを主張することになると考える。
　訴訟提起時では，本件未払受益債権の具体的な金額は不明であるため，
例えば，訴訟提起時の請求額は，明らかに未払があったと認められる少
額について一部請求をすることになると想定される。そして，長女Ｃは，
帳簿等閲覧謄写請求等が認められることによって，信託口口座の取引履
歴を含む信託帳簿などの開示を受けることができ，その結果，信託不動
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産の賃料収入から経費を除いた利益の具体的な金額を確定させ，残りの
未払の受益債権の金額についても請求していくことになると考える。
　なお，信託期間中において長男Ｂが信託財産を着服していたなどの事
情もある場合，長女Ｃが長男Ｂに対し本件未払受益債権に係る債務の履
行請求をした際，信託財産に当該債務の履行に必要な信託財産が残って
いないことも想定される。その場合は，長女Ｃは，受益者として長男Ｂ
に対し，長男Ｂが与えた損失額を信託財産に填補するよう，損失填補請
求するという選択肢も考えられる（信託法40条 1 項）。ただ，長男Ｂが
損失填補のために固有財産から信託財産に損失相当額を移転させた上で
履行請求するのは迂遠でもあると思われるため，長女Ｃは，長男Ｂの着
服を加害行為とし，当該加害行為によって給付を受けられなくなった金
額を損害として，長男Ｂに対し不法行為責任に基づく損害賠償請求をす
ることも可能と考える。

　第 ５ 　信託法以外の法律に基づく請求
　信託法における責任追及の方法を検討してきたが，信託法以外の法律
に基づく請求ではどのような請求が可能だろうか。長女Ｃと長男Ｂは私
人であるため，長女Ｃと長男Ｂの関係には当然ながら民法も適用される
ところ，長女Ｃは長男Ｂに対して民法上どのような請求が可能か考察す
る。
　（ １ ）　長女Ｃの長男Ｂに対する不当利得返還請求権又は不法行為に基

づく損害賠償請求権が成立すること
　本件信託 1 において，長男Ｂが少しでも残余財産を多く残すことを企
図し，受益者Ａに必要な金銭を信託財産から拠出しなかった。このこと
により，本来，信託財産から金銭が給付された場合と比較し，長男Ｂは
給付しなかった金銭について残余財産を多く取得し，一方で，長女Ｃは
当該金銭について受益者Ａの相続財産が減少したから，受益者Ａの遺言
により受益者Ａの全財産を相続した長女Ｃは当該金銭について損失を被
っている。長男Ｂが利益を得たことによって長女Ｃの損失が発生してい
るので当該損失と当該利益の間には因果関係がある。また，長男Ｂの利
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得は，信託財産から拠出すべき金銭を拠出しなかったという受託者とし
ての義務を懈怠したことによって得たものであるため，法律上の原因は
ないといえる。したがって，長女Ｃの長男Ｂに対する不当利得返還請求
権が成立すると考える。
　長男Ｂが任意に不当利得相当の金銭を返還しない場合は，長女Ｃは，
長男Ｂに対し不当利得返還請求訴訟を提起することになる。長女Ｃは，
当該訴訟提起時点では不当利得の具体的金額が不明であるが，想定の金
額で訴訟を提起し，長男Ｂが抗弁として給付すべき金額を給付したこと
などを立証していくことになると考える。
　本件信託 2 についても，長男Ｂの利得によって長女Ｃに損失が生じて
いる点は変わりないため，本件信託 1 と同様に不当利得返還請求権が成
立する。
　また，長男Ｂの行為は不作為による不法行為とみて，不法行為に基づ
く損害賠償請求権も成立すると考える。すなわち，長男Ｂは受益者Ａに
必要な金銭を信託財産から拠出しなかったところ，これには長男Ｂの故
意又は過失が認められる。また，長男Ｂが当該金銭を信託財産から拠出
しなかったという不作為によって，Ａの固有財産から拠出することにな
った当該金銭相当額のうちの長女Ｃの相続割合分について，長女ＣはＡ
から相続した財産が減少しているため，長男Ｂの不作為という権利・侵
害行為，長女Ｃにおける相続した財産の減少という損害の発生，及び，
長男Ｂの権利・侵害行為と長女Ｃの損害との因果関係も認められる。し
たがって，長女Ｃの長男Ｂに対する不法行為に基づく損害賠償請求権も
認められると思料する。
　不当利得返還請求権と同様に，本件信託 2 についても，長男Ｂの不作
為による権利・侵害行為によって長女Ｃに損害が生じている点は変わり
ないため，本件信託 1 と同様に不法行為に基づく損害賠償請求権が成立
する。また，長男Ｂが任意に損害相当の金銭を賠償しない場合は，長女
Ｃは，長男Ｂに対し不法行為に基づく損害賠償請求訴訟を提起し，当該
訴訟の中で長男Ｂが抗弁として給付すべき金額を給付したことなどを立
証していく点も同様である。
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　もっとも，民法上のこれらの請求が認められる場合であっても，なお，
信託法の帳簿等閲覧謄写請求等が認められれば，不当利得又は不法行為
に基づく請求と異なり，訴訟提起までは至らない段階で長女Ｃは帳簿等
を閲覧謄写することにより本件未払受益債権の具体的金額を把握するこ
とができる場合が想定される。このことにより，長女Ｃは当該金額を踏
まえて訴訟提起前に合理的な金額で長男Ｂと和解することにも繋がる可
能性があり，信託法の帳簿等閲覧謄写請求等を認めることは，長女Ｃと
長男Ｂの間の紛争の迅速な解決にも資するといえる。また，受託者は，
委託者兼（当初）受益者だけでなく，同人の相続人からの帳簿等閲覧謄
写請求等に応じる義務を負うことにより受託者の任務懈怠を未然に防止
する抑止力にもなり得る。加えて，民法上の請求と信託法上の請求では
要件事実も異なる。したがって，民法上の請求とは別に，信託法の帳簿
等閲覧謄写請求等が認められることには意義がある。

　（ ２ ）　その他の請求
　なお，本報告では遺留分侵害は生じていないという設定にしている
が，仮に長女Ｃが長男Ｂから本件未払受益債権を全額回収した後であっ
ても，長男Ｂによる長女Ｃに対する遺留分侵害が生じている場合は，長
女Ｃは別途長男Ｂに対し遺留分侵害額請求のための訴訟を提起すること
になると考える。

　第 ６ 　実務において発生した事案の紹介
　実務においても，本報告のように，委託者兼受益者の相続人が受託者
に対して信託財産に関する開示を求めるといった事態は起こっている。
　報告者らが所属する三井住友信託銀行では，受託者に信託口口座を提
供しているが，委託者兼受益者の死亡により信託が終了した案件で，信
託終了後に，当該受益者の相続人（受託者となっていない相続人）が，
信託口口座の預金残高や異動明細が知りたいとして，弊社に対して預金
残高・異動明細の開示や残高証明書の発行を依頼するケースがある。
　そのうち，一つの案件では，本報告で帳簿等閲覧謄写請求等を行いた
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いと考えた長女Ｃと異なり，残高開示等を請求する受益者の相続人自身
が帰属権利者となっていたケースであった。当該ケースでは，帰属権利
者は，信託法上，信託の清算中は受益者とみなされるため（183条 6 項），
受託者に対する帳簿等閲覧謄写請求等を行うことが可能と考える。
　一方，他の案件では，残高開示等を請求する受益者の相続人は帰属権
利者とはなっておらず，信託には関与していない相続人であり，本報告
の長女Ｃのように，受託者に対する監督権能の相続が問題になる事案で
あった。帰属権利者や残余財産受益者となっていない相続人であっても
帳簿等閲覧謄写請求等ができるのかについて，信託法上直ちに明らかで
はない点があると考え，本報告でこの点をとりあげた。
　このような案件では，当該受益者の相続人と受託者の折り合いが悪く，
預金残高の開示等について，受託者に請求するのではなく，直接銀行に
開示を請求することが多い。ただし，銀行としては，信託口口座の取引
相手方はあくまで受託者であるため，第三者に預金残高や異動明細を開
示することはできず，受託者に対して請求を行っていただくよう案内し
ている。その後，受益者の相続人から依頼を受けた受託者から実際に弊
社に対して預金残高証明書の発行を依頼された事案も存在する。

　第 ７ 　信託設定時における工夫
　以上，信託終了後に発覚した受託者の信託期間中における不正行為に
対する責任追及を検討したが，そもそも信託期間中にこのような不正行
為が行われないようにするために，信託設定の段階ではいかなる対応が
考えられるか。
　当該信託設定の工夫としては，例えば，本件事例では長女Ｃを信託監
督人又は受益者代理人（以下，「信託監督人等」という。）に就任させる
ことが挙げられる。このような工夫をすれば，信託設定後，委託者兼（当
初）受益者であるＡが判断能力を喪失した場合であっても，長男Ｂに対
する長女Ｃの牽制が働くため，受託者による不正行為防止のための一定
程度の抑止力が期待できる。
　しかしながら，信託監督人等による監督も完璧なものではなく必ずし
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も未然に受託者の不正行為を防止できる又は既に行われた受託者の不正
行為を信託期間中に検出できるとは限らないため，信託終了後に発覚し
た受託者の信託期間中における不正行為に対する責任追及の可能性につ
いて検討する意義がある。
　なお，実務上，信託監督人等として受託者の配偶者が指定されていた
り，受託者が任意の者を信託監督人等に選任できる旨が信託契約に定め
られていることがあるが，受託者からの独立性がない者が信託監督人等
に就任することは監督の実効性が確保できないため，信託の組成に関わ
った士業等の第三者が信託監督人等に就任することが望ましい。日本弁
護士連合会が公表している「民事信託業務に関するガイドライン」（2022
年）においても，民事信託では，原則として信託には信託監督人や受益
者代理人を設定し，信託契約の締結に関わった弁護士が就任することが
望ましいとされている。

　第 ８ 　任意後見又は法定後見と民事信託との併用
　その他の受託者の監督強化の工夫としては，任意後見又は法定後見と
民事信託を併用すれば，受益者の身上保護ができるだけでなく，より受
託者に対する監督を強化することができる。
　まず，高齢者の財産管理制度を，高齢者保護（後見や福祉）の観点か
ら見た場合，現金や不動産等の財産管理に関する事務に加えて，本人の
生活・療養看護に関する身上保護事務の支援が必要となる。しかし，民
事信託は，財産管理制度ではあっても身上保護制度ではないため，民事
信託だけでは身上保護の側面が不十分となる可能性がある。民法上の成
年後見制度と民事信託を併用できれば，受益者たる高齢者の身上保護を
含めた生活全般をサポートすることが可能となることから望ましいもの
だと思われる。
　また，任意後見・法定後見を活用すれば，裁判所の関与が加わるため，
受託者に対する監督の強化にも繋がる。例えば，法定後見の場合と同様
に，任意後見契約の代理権の対象は，財産管理及び身上保護の両方に関
する代理権が含まれるが，受益者の判断能力が低下して家庭裁判所によ
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り任意後見監督人が選任されると，任意後見監督人による公的な監督の
もと，任意後見人は，監督権能を含む受益者の権利を代理行使すること
になるため，受益者の判断能力低下後も受託者を適切に監督することが
可能となる。今後，任意後見等と民事信託の適切な併用が増えていくこ
とが望ましいと考える。

　第 ９ 　おわりに
　以上，具体的事案を取り上げ，委託者兼受益者の法定相続人は，受託
者に対し，委託者兼受益者が支払を受けていない受益債権の履行請求と
共に，当該受益債権を確保するために必要となる帳簿等閲覧謄写請求や
信託事務処理状況の報告請求を行うことができることを検討した。受託
者は，信託終了後に発覚した信託期間中における任務懈怠についても責
任追及される場合があり，受託者は信託終了前に任務懈怠が発覚しなけ
れば責任を免れることができるわけではない。このことは，受託者の任
務懈怠の一定の抑止力となるため，受託者に対する監督の強化という課
題解決に資する。
　信託はあくまで受益者のための財産管理の制度であり，受託者の都合
の良いように利用されることがないようにする必要がある。上記のよう
に，受託者への実効的な監督がなされない民事信託が増加すれば，信託
制度自体への信頼も失いかねない。今後の健全な民事信託の発展には，
受託者に対する監督が不可欠であり，本報告が今後の民事信託の普及と
発展に少しでも寄与できれば幸いである。

（ 1 ）　長女ＣがＡの全財産を相続するものの，長男Ｂには本件信託 1 の残余財
産が帰属しており，Ａの相続において，長女Ｃ又は長男Ｂによる遺留分侵
害はいずれも生じていないものとする。

（ 2 ）　寺本昌広『逐条解説　新しい信託法（補訂版）』（商事法務，2008年）
375頁

（ 3 ）　道垣内弘人編著『条解　信託法』（弘文堂，2017年）805頁〔沖野眞已〕
（ 4 ）　道垣内・前掲注 ３ ・811頁〔沖野眞已〕
（ 5 ）　道垣内・前掲注 ３ ・488頁〔山下純司〕
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（千吉良・三井住友トラスト・ホールディングス法務部）
（馬場・三井住友トラスト・ホールディングス法務部）

（ 6 ）　水島治『信託帳簿等の閲覧謄写請求権の行使をめぐる解釈論的諸問題』
（立命館法学317号，2008年）428〜429頁

（ 7 ）　新井誠監修『コンメンタール信託法』（ぎょうせい，2008年）159頁〔木
村仁〕

（ 8 ）　村松秀樹編著『概説　信託法』（金融財政事情研究会，2023年）244頁注
３

（ 9 ）　村松・前掲注 ８ ・244頁注 ３
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（12）　道垣内・前掲注 ３ ・488頁〔山下純司〕




